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11:00-11:20 「ワガドゥグにおける「ストリート・チルドレン」の統計調査、調
査結果報告」清水貴夫（総合地球環境学研究所）

11:20-12:00 （休憩・昼食）
12:00-12:20 「マラウイにおける孤児の生活と就学支援―中等教育における実践―」

日下部光（大阪大学大学院人間科学研究科D2）
12:20-12:40 「「教職」と地域社会の関係性―マラウイ農村部の無資格教員を事例

に―」川口純（大阪大学）
12:40-13:00 「南アフリカ共和国における学校菜園活動にみる農業の教育効果」

稲泉博己 （東京農業大学）
13:00-13:20 「南スーダンにおける成人向けオルタナティブ教育の特質」澤村信英

（大阪大学）、山本香（大阪大学大学院人間科学研究科D1）
13:20-13:40 「ケニアにおけるソマリア難民の第3国定住について―cultural 

orientation を中心に―」内海成治（京都女子大学）
13:40-14:00 （休憩・審議）
14:00-14:20 表彰式・閉会の辞
　 
４．実行委員会：委員長：清水貴夫（総合地球環境学研究所）、顧問：澤村信英（大

阪大学）、委員：有井晴香（京都大学5年）、園田浩二（京都大学5
年）、日下部光（大阪大学D2）、山本香（大阪大学D1）、國政歩美（大
阪大学M2）、朝隈芽生（大阪大学M1）、小川未空（大阪大学M1）

５．受　賞　者：最優秀研究発表賞：田曉潔（京都大学）
 優秀研究発表賞：國政歩美（大阪大学）、山本香（大阪大学）
 賞選考委員会特別賞：水川佐保（大阪大学）
６．参加人数（事前登録者）：40名
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アフリカ教育研究フォーラム会則

第１条（名称）
本会はアフリカ教育研究フォーラム（Africa Educational Research Forum）と称する。

第２条（事務局）
本会の事務局は、会長が所属する機関または会長が指定する場所に置く。

第３条（目的）
本会は、サブサハラ・アフリカ（以下、アフリカという）およびその周辺地域の教育に
ついての研究および調査の推進を図り、会員相互の交流と協力によって、アフリカ教育
研究の発展に努めることを目的とする。

第４条（事業）
本会は、前記の目的を達成するために、次の事業を行う。
（１）　アフリカおよびその周辺地域の研究および調査
（２）　研究発表のための会合の開催
（３）　雑誌「アフリカ教育研究」の刊行
（４）　本会の目的を達成するために必要なその他の事業

第５条（会員）
本会は、次の会員をもって組織する。
（１）　正会員：本会の目的に賛同する個人
（２）　学生会員：本会の目的に賛同する大学院生および学部学生

第６条（入退会）
会員になろうとする者は、所定の入会申込書を提出する。会員で退会を希望する者は、
退会届を提出しなければならない。

第７条（会費）
会員は定められた会費を納入しなければならない。

第８条（役員）
本会に、会長１名、副会長１名、理事４名程度の役員を置く。役員の任期は２年とし、
再任を妨げない。

第９条（役員の選出）
会長、副会長は理事会において互選により決める。

第10条（理事の選出）
理事は正会員から選出される。

第11条（会員総会）
本会に会員総会を置く。会員総会は、事業計画、役員の選出、その他理事会で審議した
議案の承認と決議を行う。

第12条（会則の改正）
この会則を改正するときは、理事会での審議を経て、会員総会の承認を得なければなら
ない。

　附則
1．本会則は、平成20年（2008年）4月18日から施行する。
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アフリカ教育研究フォーラム優秀研究発表賞規定

第１条（目的）
本フォーラム大会における卓越した若手研究者の研究発表を表彰することにより、研究
意欲の増進、研究水準の向上を図り、もってアフリカ教育研究の発展に資することを目
的とする。

第２条（種類）
賞の種類は、「優秀研究発表賞」、「最優秀研究発表賞」、及び賞選考委員会が必要性を認
識し、３分の２以上の賛成により随時設置する賞とする。

第３条（受賞資格）
第２条に掲げる賞の対象となる者の資格は、本フォーラム大会における発表者のうち、
研究歴が概ね修士課程入学時より10年未満の若手研究者（学生を含む）とする。

第４条（選考基準）
選考は、研究内容、口頭発表、質疑応答、発表要旨のそれぞれの質を総合的に判断して
行う。

第５条（授賞件数）
授賞件数は、各賞とも若干名とする。

第６条（選考方法）
フォーラム大会開催時に賞選考委員会を設置し、フォーラム会長（または副会長）が選
考委員長を、大会実行委員長が選考副委員長を務める。選考委員はフォーラム理事のう
ち当該大会に参加した者、及び委員長の指名した者とする。

第７条（表彰）
選考委員会は、選考経過および選考理由を付して、大会期間中に速やかに受賞者を公表
する。

　附則
本規定は、2012年１月１日より施行する。
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平成22年４月16日

「アフリカ教育研究」刊行規定

（目的・名称）
１．アフリカ教育研究フォーラム（以下、フォーラムという）における、アフリカの
教育に関する研究の成果を公表し、アフリカの教育研究の推進に資するために「ア
フリカ教育研究」（Africa Educational Research Journal）を刊行する。

（編集委員会）
２．「アフリカ教育研究」（以下、研究誌という）の編集は、編集委員会が行う。編集
委員はフォーラム会員８名程度をもって構成し、編集委員長は、委員の互選によ
る。その任期は２年とし、再任を妨げない。

（掲載論文等の種類）
３．研究誌に掲載する論文等の分類は、以下のとおりとする。
（１）原著論文　（２）研究ノート　（３）調査報告
投稿原稿をどの種類に分類するかについては、編集委員会が決定する。

（投稿資格）
４．フォーラム会員は、投稿資格を有する。
（連名での投稿）
５．４.に定める投稿有資格者が第一著者である場合に限り、連名で投稿することがで
きる。

（投稿件数）
６．原則として一人１篇とする。ただし、連名での投稿を含む場合は２篇までとする。
（査読）
７．投稿原稿は、編集委員会が審査を行い、採否を決定する。審査にあたっては、１
原稿ごとに２名の査読者を選定し、その結果を参考にする。

（刊行回数）
８．原則として年１回とする。
（その他）
９．執筆要領等、その他の必要事項については、編集委員会において定める。
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「アフリカ教育研究」執筆要領

「アフリカ教育研究」編集委員会

（1）論文等の内容は、サブサハラ・アフリカおよびその周辺地域の教育に関するも
のとする。
（2）論文等は、未発表のものに限る。ただし、口頭発表はこの限りではない。
（3）使用言語は、日本語または英語とする。
（4）執筆方法は、ワープロ原稿とする（MSワードが望ましい）。
（5）和文原稿は、A4版横書き（本文、縦40行X横40行、10.5ポイント以上）とし、
14枚以内（表題、図表、参考文献を含む）、英文原稿の場合、8,000ワード以内（同）
を原則とする。
（6）原稿には執筆者名・所属を記入せず、別紙に論文題目（和文および英文）、所属
機関名、執筆者名（日本語および英語表記）、連絡先（電子メール、住所、電話）を
明記する。
（7）図表、注記および参考文献の書き方などは、次のとおりとする。

① 本文の区分は、次のようにする。
 １．　
 1.1.
 （1）
② 図表は完全な原図を作成する。出所を明記し、タイトルを図表の上に入れる。

　　　　　　　表１　アフリカ諸国の就学率

　　　　　　　　（注）
　　　　　　　　（出所）

③ 本文における文献引用は、以下のとおりとする。
 「・・・である」（内海 2010、12頁）という指摘がある。
 ・・・と考えられている（馬場 2009）。
 黒田（2008）は・・・。
④ 注記、参考文献は、論文末に一括掲載する。
⑤ 参考文献の書き方については、以下のとおりとする。

 単行本：
山田肖子（2009）『国際協力と学校―アフリカにおけるまなびの現場―』
創成社．

小川啓一・西村幹子編（2008）『途上国における基礎教育支援―国際的潮
流と日本の援助―（上）』学文社．

吉田和浩（2005）「高等教育」黒田一雄・横関祐見子編『国際教育開発論
―理論と実践―』有斐閣、121-140頁．
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Sifuna, D. N. & Sawamura, N. (2010) Challenges of Quality Education in Sub-
Saharan African Coutries. New York: Nova Science Publishers.

Kitamura, Y. (2007) The Political Dimension of International Cooperation in 
Education: Mechanisms of Global Governance to Promote Education for All. In 
D. Baker & A. Wiseman (eds.), Education for All: Global Promises, National 
Challenges. Oxford: Elsevier, pp.33-74.

雑誌論文：
小澤大成・小野由美子・近森憲助・喜多雅一（2008）「アフリカの大学に
よる基礎教育開発に資する自立的研究への支援―ウガンダにおける事例
―」『国際教育協力研究』3号、11-16頁．

King, K. (2000) Towards knowledge-based aid: a new way of working or a new 
North-South divide? Journal of International Cooperation in Education, 3(2), 
23-48.

（8）　原稿は完全原稿とし、著者校正は初校のみとする。

投稿手続・日程
　（1） 投稿の際は、原著論文、研究ノート、調査報告の別を明記する。
　（2） 投稿希望者は、次の投稿申込日までに論文題目および著者名を明記し編集事

務局に申し込み、原稿締切日までに電子メールの添付ファイルで提出する。
 ［投稿申込締切日：毎年 3月31日、原稿締切日：毎年 5月31日（いずれも必着）］

編集事務局（投稿・問合せ先）
〒565-0871 大阪府吹田市山田丘１－２
大阪大学大学院人間科学研究科
澤村信英研究室気付
TEL: 06-6879-8101  FAX: 06-6879-8064
E-mail: sawamura@hus.osaka-u.ac.jp
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編集後記
　澤村信英先生から、この編集後記執筆のご依頼をいただいた。自由に書いていた
だいて結構です、とのことだったが、形だけの編集長が形だけの編集後記を書く
よりは、このインフォーマルな執筆の機会を利用して、『アフリカ教育研究』刊行を
主導されてきた澤村先生のご貢献を、この研究誌の中に記録に残しておきたい、と
思い立った。
　日本におけるアフリカ教育研究の端緒は、アジア経済研究所の豊田俊雄先生、
丹埜靖子先生の業績に見られ、1990年代には JICAの横関祐見子先生（現在ユニセフ）
が、その発展に指導的な役割を果たされた。しかし、アフリカ教育研究を一つの分
野として構築され、日本比較教育学会、国際開発学会を中心とする学界での基盤を
築かれたのは、なんと言っても、澤村信英先生のご貢献であろう。この過程で、先
生は、1990年代後半から、広島大学教育開発国際協力研究センター及び大阪大学大
学院人間科学研究科を拠点として、繰り返し大型の科学研究費を取得され、これを
もって隣接分野の研究者を巻き込みながら、若手研究者を養成され、数々の研究書
を出版された。アフリカ教育研究フォーラムの立ち上げも、『アフリカ教育研究』の
創刊も、澤村先生の主導でなされた。先生の温厚なお人柄からは想像もできないほ
どの戦略的な方法で、先生は日本において「アフリカ教育研究」という分野を構築
されてきたわけである。
　先生のそうしたご努力、ご貢献の原動力は、何だったのだろう。先生はお若い頃に、
マラウイにおいて青年海外協力隊隊員として理科教師をされた。その時のご経験が
先生のフィールドワークに対するこだわりと、現場・現地の人々への柔らかな眼差
しの基になっていると拝察している。私もケニアのマサイランドでの調査にお連れ
いただいたことがあるが、自炊しながら生活し、自らレンタカーを運転して調査地
に向かうお姿や、現地の関係者から「Sawasawa（OKの意）」と愛称され、親しまれ
るお姿に、フィールド研究者のあり方を垣間見た。自由時間にフラミンゴが群生す
る湖を見に行った際にも、羽根飾りを作って売っている少年たちに、彼らの教育経
験や将来の希望について、インタビューが始まった。笑いながら会話は進んだが、
そうした機会にも、ケニアの教育を理解しようとされる、先生の知的探究に対する
真剣さがうかがわれ、私は身の引き締まる思いがした。
　澤村先生のご学問のもう一つの源流は、先生の恩師Kenneth Kingエジンバラ大学
名誉教授（現英国比較国際教育学会会長）から継承されたDNAではないかと思う。
King先生は、広島大学CICEの初代の客員教授をお務めになり、現在も名古屋大学
客員教授として日本に滞在されているなど、澤村先生を通じて、日本の学界とも親
しまれてきた。この間、私たちが目にしたKing先生の、ご老齢を感じさせない、少
年のような旺盛な知的探究心は、まさに澤村先生のアフリカ教育研究という分野の
構築にかける情熱に通ずるものがあると拝察している。
　この『アフリカ教育研究』誌は、澤村先生のこうした思いを、多くの研究者が共
有しながら発刊され、継続している学術誌である。その名に恥じない論考の場として、
更なる発展を望みたい。

（黒田一雄）



アフリカ教育研究フォーラムアフリカ教育研究フォーラム

会　長 内海　成治

副会長 澤村　信英

理　事 小川　啓一

 小澤　大成

 小野由美子

 北村　友人

 黒田　一雄

 西村　幹子

 馬場　卓也

 山田　肖子

 米澤　彰純

Africa Educational Research Forum
President: Seiji Utsumi
Vice-President: Nobuhide Sawamura 
Directors: Takuya Baba
 Yuto Kitamura 
 Kazuo Kuroda 
 Mikiko Nishimura
 Keiichi Ogawa 
 Yumiko Ono
 Hiroaki Ozawa
 Shoko Yamada
 Akiyoshi Yonezawa

2014年（平成26年）12月25日　発行

アフリカ教育研究　第５号 

発行者 アフリカ教育研究フォーラム
 〒565-0871　大阪府吹田市山田丘1-2
 大阪大学大学院人間科学研究科　

 澤村研究室気付

 URL https://sites.google.com/site/aerf1960/home
 （本誌はウェブ上で公開しています。）

印刷所 阪東印刷紙器工業所



ISSN 2185-8268 

Africa Educational Research Journal 

Number 5        December 2014 

Contents 
Feature Article: Education in the Post-2015 Development Agenda

Africa Educational Research Forum 

Yuto KITAMURA, Editorial

Invited Article

Hikaru KUSAKABE, Educational research on vulnerable children in developing areas: Exploring 
research perspectives and methods

Research Colloquium

Nobuhide SAWAMURA, Education of/for vulnerable children

Research Note

Kaoru YAMAMOTO, Post-conflict educational reconstruction and teachers in South Sudan:
A case study of primary schools in Juba City 

Report

Yuki SHIMAZU, Establishing linkage between formal TVET and the local labor market in Ethiopia: 
The strategy implementation and challenges for formal TVET institutions

Yuto KITAMURA et al., Quality and Equity in Education for a Sustainable Society: Proposing the 
International Education Goals for a Post-2015 World

Mikiko NISHIMURA, An analysis of 'governance' to improve quality of education in the post-
MDGs era: The case of household learning assessment in Kajiado county, Kenya

Teako OKITSU, Challenges and prospects of parental and community participation in education for 
equitable and quality learning in post-2015 Africa: A review of the theoretical and empirical literature

Jun KAWAGUCHI, Teacher education reforms in Africa towards the post-2015: Focusing on the 
introduction of inclusive education and its conformity to training curriculum

Eri YAMAZAKI, Linkage between the concept of education in post-2015 and social studies in 
Africa: The case of secondary school curriculum in Ghana


